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健康増進･予防、生活支援関連産業の市場規模 ４兆円（２０１１年）⇒１０兆円（２０２０年）

国が掲げる目標

日本再興戦略

１００の地域発の新事業を創出（２０２０年までに）

経済産業省「アクションプラン２０１５」

新たな有望成長市場の創出
健康・予防に向けた保険外サービスの活用促進（４兆円の市場創出）

日本再興戦略２０１６

経済産業省「アクションプラン２０１６」

出展：経済産業省ＨＰ

基本的な考え方
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目指すべき姿 ～地域に根ざしたヘルスケア産業の創出～

○地域において人口減少と医療費増大が進む中、①高齢化に伴う地域の多様な健康ニーズの充足、

②農業・観光等の地域産業との連携による新産業創出により、地域の「経済活性化とあるべき医療
費・介護費の実現」につなげることが重要。

地域の経済活性化

公的医療保険・介護保険
（地域包括ケアシステム）

農業・観光等の地域産業や
スポーツ関連産業等との連携

① 地域医療・介護
体制への貢献

② 新産業創出

公的保険外の
運動、栄養、保健サービス等

産業創出の基盤
（資⾦調達、⼈材育成、エビデンス構築 等）

③ インフラ・ツール
の整備

【地域に根ざしたヘルスケア産業の創出】

経済産業省作成資料（⼀部加⼯）
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出展：経済産業省ＨＰ

経済産業省「アクションプラン２０１６」（抜粋）
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（今後の課題） 医療関係者等との連携及び産業創出のための機能強化

○ 地域関係者（医療・介護機関、⾃治体、⼤学、⺠間事業者など）が集まり、地域課題
等を共有するとともに、それらの解決方法や新たな事業創出について検討する場として、
「地域版次世代ヘルスケア産業協議会」の設置を促進。

○ 全国5ブロック、1８道府県、１２市、合計３５カ所※で設置が進むとともに、地域版協
議会の全国大会を2回/年開催し、協議会間の情報共有・連携促進を図った。

※北海道、沖縄県はブロックと道府県でダブルカウント

地域版次世代ヘルスケア産業協議会

地域版協議会の設置状況
⇒ 全国5ブロック、1８道府県、１２市、合計３５カ所で設置済み（H28.10現在）

●ブロック：北海道※、中部、四国、九州、沖縄※

●道府県：北海道※、⻘森県、栃木県、群馬県、埼玉県、⻑野県、神奈川県、静岡県、三重県、
滋賀県、大阪府、鳥取県、広島県、島根県、徳島県、⻑崎県、熊本県、沖縄県※

●市 ：仙台市、上山市、松本市、川崎市、富⼭市、神⼾市、岡山市、松山市、北九州市、
⿅児島市、薩摩川内市、合志市

（●設⽴予定：福島県、東海市、尼崎市）

経済産業省作成資料（⼀部加⼯）
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出展：経済産業省ＨＰ

経済産業省平成２９年度当初予算概算要求ＰＲ資料
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大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム
「大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム」（ＯＫＪＰ）は、超高齢社会において成⻑産業となりうる
健康寿命延伸産業（＊）の創出・振興を目的として、平成27年7月に発足。
（＊）健康寿命延伸産業：地域包括ケアとの連携や地域資源・地域人材を活用したビジネス

〔例：⾒守り、買い物⽀援、⽣活⽀援、シニア人材の活用、地産物の活用 等〕

◆ 国や府内自治体による関連施策の最新情報の提供
◆ セミナー・ビジネスコンテスト等の紹介 等

◆ プラットフォーム事務局主催のセミナー・研究会・交流会
◆ 金融機関等主催のビジネスマッチング・交流会
◆ 支援機関会員によるエビデンス構築支援 等

◆ 新たなビジネスのヒントとなる地域における課題の提示
◆ 課題解決につながるビジネスプランの地域での実証のコーディネート
◆ 実証成果の発表会やＨＰによる情報提供等を通じたＰＲ 等

府内における実証の側面支援

支援機関会員による
多様な取り組み

健康寿命延伸産業施策等の
情報提供

事業者会員
７6事業者

アドバイザー会員
1機関

支援機関会員
2８機関

オブザーバー
1機関

平成２８年１１⽉時点

http://kenko-osaka.jp/ 

https://www.facebook.com/osaka.kenko

ホームページ

facebook

事務局：（公財）大阪市都市型産業振興センター
（府商工労働部もフォロー） 6
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大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム会員一覧

【アドバイザー会員（１機関）】
・近畿経済産業局

H28.11.14現在
（５０音順）

•i-Generations •アグライア・クリニカルアロマティックラボ株式会社 •株式会社飛鳥電気製作所 •株式会社アートプロジェクト
•アルカディア・システムズ株式会社（経営企画本部 営業企画部） •Alte27健康株式会社 •あんしんケアねっと有限会社
•株式会社石山商店 •株式会社インサイト •ヴァイタル・インフォメーション株式会社（事業開発部） •株式会社ウェルクル
・ＮＰＯ法人エイジコンサーン・ジャパン •エイドミューズ •M2Mテクノロジーズ株式会社 ･株式会社OSU Health Support Academy
・NPO法人大阪府セルフメディケーション推進協議会事務局 •株式会社大阪わいずプランニング •株式会社オーガニックワン
•株式会社オージースポーツ（ヘルスケア事業推進部） •株式会社オレンジ ・株式会社からだクリエイト
・関西電力株式会社（グループ経営推進本部） •株式会社クーバル ・有限会社クローバーホーム ・合同会社グロリアスコネクション
•グンゼ株式会社（ＣＳＲ推進室） •株式会社ケイ・アンド・エムソリューション（オフィス守口） ・株式会社ケイ・オプティコム
・健康チェック＆予防サービスの健康教室おためしプラザ •高齢者みまもり支援サービスいきいきつながる会 •興和通商株式会社
•コガソフトウェア株式会社 •株式会社こころみ •株式会社ザ･ビッグスポーツ •株式会社サンパック（広報部） •ジェット株式会社
•株式会社システック •ＮＰＯ法人シニアライフゆめ・からだ・しごと応援協会 ・シーホネンス株式会社
•スキルインフォメーションズ株式会社 •株式会社スタイルクリエイツ •スマイル・プラス株式会社 •株式会社せいきキタバグループ
•一般社団法人全日本ノルディック・ウォーク連盟（本部） ・株式会社第一興商大阪支店 ･株式会社大広（プロジェクト推進グループ）
・竹中行政書士事務所 ・地域の介護研究所 •ティープロモーション株式会社（ポスティング事業部）
•株式会社東急スポーツオアシス（ヘルスケア事業） •株式会社東芝 •凸版印刷株式会社 •株式会社ドリームキャッチャー
•株式会社日進製作所 •一般社団法人日本姿勢と歩き方協会 ・有限会社野花ヘルスプロモート •ハート・アート株式会社
•パナソニックエコソリューションズ化研株式会社 ・株式会社BALANCE&UNIQUE •BIG24株式会社 •株式会社日比谷花壇
•株式会社プレビッグ •株式会社プロアシスト ・有限会社ベイリーフ •丸大食品株式会社
・三菱製紙販売株式会社（大阪営業開発チーム） •椋田事務所 •モチノキ薬品株式会社 •やすらぎライフ •一般社団法人ＵＩＷ
・吉川化成株式会社 •ロイヤルマネージャー •株式会社WakuWaku&Life（認知症予防・改善事業部） •株式会社和ごころ •one株式会社

•株式会社池田泉州銀行（リレーション推進部） •和泉市（生きがい健康部保険年金室国民健康保険担当）
・ＮＰＯ法人ＭＶＣメディカルベンチャー会議 •公益財団法人大阪産業振興機構 •大阪市（経済戦略局）
•大阪シティ信用金庫（企業支援部） •【事務局】公益財団法人大阪市都市型産業振興センター（イノベーション推進部）
•大阪商工会議所（経済産業部ライフサイエンス振興担当） •大阪信用金庫 ・一般財団法人 大阪地域振興調査会
•大阪府（商工労働部・政策企画部・健康医療部） •大阪府住宅供給公社（総務企画部経営企画課団地再生グループ）
•株式会社関西アーバン銀行（法人業務部） ・一般社団法人関西経済同友会（企画調査部） •公益社団法人関西経済連合会（産業部）
・関西大学産学官連携センター（学長室社会連携グループ） •株式会社関西都市居住サービス
•北おおさか信用金庫（審査部（地方創生推進委員会プロジェクトチーム）） •株式会社紀陽銀行（営業推進本部地域振興部ピクシス営業室）
•株式会社近畿大阪銀行 •健康科学ビジネス推進機構 ・損害保険ジャパン日本興亜株式会社
・東京海上日動火災保険株式会社（関西公務金融部大阪公務課） ・株式会社みずほ銀行（関西公共法人部）
・三井住友海上火災保険株式会社（関西企業営業第三部公務開発室） •株式会社三井住友銀行
・よどきり医療と介護のまちづくり株式会社（まちのイノベーション事業部） •株式会社りそな銀行

【事業者会員（７６事業者）】

【オブザーバー（１機関）】
・株式会社ＮＴＴデータ経営研究所

【支援機関会員（２８事業者）】
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コガ・ソフトウェア株式会社（協⼒：和泉市） スマイル・プラス株式会社

アルカディア・システムズ株式会社・凸版印刷株式会社
（協⼒：株式会社関⻄都市居住サービス）

株式会社WakuWaku＆Life

企業交流イベント

セミナー等情報発信

スマートエイジング・シティモデル地域での
実証実現
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運動意識の高揚 人類の健康・長寿への挑戦

２０２０年
オリンピック

２０２５年
日本万国博覧会

創出
実証

２０１７年
万博誘致本格化

府民･企業の「健康」への
関心の高まり

社会実験
集積

実証・企業連携から事業化への支援
ニーズ・シーズの情報提供
企業交流の場の提供
地域での実証支援

強化

「健康・長寿」を基軸とした新しい価値の創出
裾野の広い健康関連産業の育成
～第１フェーズから第２フェーズへ～

注）本内容は平成２９年度当初予算要求内容を含んでおり、今後変更される場合があります

「２０２５日本万国博覧会」基本構想（府案）
テーマ案 「人類の健康・長寿への挑戦」

コンセプト 「健康に貢献する第４次産業革命」

第１フェーズ 第２フェーズ

スマートエイジング・シティモデル地域等への展開・波及
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＜お問い合わせ先＞
大阪府 商工労働部 立地・成長支援課
総務・企画グループ 山下・丹羽

kenko-osaka@toshigata.ne.jp 10
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